
（様式①）

[教育委員会事務局] 15款１項５目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1
チーム学年経営力強化
事業

1,342 1,342 3,319 319 △ 1,977 1,023

2 教職員育成事業 58,210 55,895 59,627 57,686 △ 1,417 △ 1,791

3 教員養成事業 27,764 27,695 28,232 28,162 △ 468 △ 467

4 調査研究事業 3,488 3,488 3,485 3,393 3 95

5 教育課程推進事業 5,771 5,721 7,552 6,802 △ 1,781 △ 1,081

6 小中一貫教育推進事業 1,437 1,437 431 431 1,006 1,006

教材等共有システム運
用事業

0 0 41,070 41,070 △ 41,070 △ 41,070

小中一貫校推進事業 0 0 8,632 8,632 △ 8,632 △ 8,632

通学区域特認校事業 0 0 241 241 △ 241 △ 241

計 98,012 95,578 152,589 146,736 △ 54,577 △ 51,158

事　業　計　画　書　目　次

増△減（４－３）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和４年度 令和３年度



(様式②-1）

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

「チーム学年
経営」導入校

単位

校

事業目的・効果
(必要性)

【事業目的】
　小学校高学年の組織的・効果的な学年経営を強化するために、複数の教員が教科を分担して授業を行う教科分担制を導入する。学級や
学年の壁を超えた児童指導やチームによる学年経営の在り方を研究するために、効果の検証を実施する。

【効果】
　小学校高学年は、児童指導上の課題が多様化、複雑化する時期である。また、学習内容も高度になり指導に専門性が求められるように
なる。学年内の複数の教員が児童一人ひとりに関わったり、教科分担によってより深い教材研究をしたりすることで、子どもたちの資
質・能力を着実に育成していくことが期待できる。

①児童の学力向上（担当する教科が絞られ教材研究がより深まることで授業改善につながり、児童の学力が向上する。）
②児童の心の安定（一人の児童に複数の教員が関わることで多面的な児童理解が図られ、児童の心が安定する。）
③教員の育成と働き方（チーム・マネジャーを中心とした学年経営により、ＷＬＢが推進され、教員の働き方改革が進む。）

根拠・データ等

①児童の学力向上　➨授業づくりの充実が図られている
　推進校の教員へのアンケート結果（100点満点）（令和元年度実施）
　≪教材研究の効率がよい　導入前：51　→　導入後：75≫
②児童の心の安定　➨複数教員による関わりから、児童が安心感をもって過ごすことができる
　推進校の児童へのアンケート結果（令和２年度実施）
　≪学年のほかの先生方が関わってくれるので、安心して過ごしている　そう思う＋ややそう思う：82％≫
③教員の育成と働き方に効果　➨教員に時間的、精神的なゆとりが生まれる
　推進校の管理職へのアンケート結果（100点満点）（令和元年度実施）
　≪教員の時間的なゆとり　導入していない学年：42　導入している学年の平均：61≫
　≪教員の精神的なゆとり　導入していない学年：47　導入している学年の平均：66≫

目標 32 85 129 179 229 279 全校

単位

実績 32 85

目標

事業スケジュール
平成30年度：事業開始
平成30年度から「チーム学年経営」推進校を委嘱
（平成30年度：８校、令和元年度：32校、令和２年度：85校、令和３年度129校）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

チーム学年経営力強化事業 1,342

課長 係長

細事業合計 1,342 3,319 △ 1,977 

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　朝彦 濱田　洋平 佐久間　栞

目標

実績

3,319 △ 1,977 
国の委託事業終了に伴う
事業見直しの減

事業概要
新学習指導要領に基づくカリキュラム・マネジメントの一環として、義務教育９年間における子どもの成長の大きな転換点となる小学校
高学年の組織的・効果的な学年経営を強化する。

事業開始年度 平成30年度

根拠法令・方針決裁等 中期４か年計画、第３期横浜市教育振興基本計画、小学校高学年における一部教科分担制の導入による学年経営力の強化事業実施要綱

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

決
算

399 1,426 621

399 86 621

2,207

524 472 319 2,207 2,207 2,207
予
算

524 472 3,319 2,207 2,207

0 1,023

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 1,977 △ 3,000 0 0 0

0
令和３年度 3,319 3,000 319

単独事業

1,342
補助事業 0

令和４年度 1,342

市債 一般財源

1
事業区分

歳出予算科目 15 1

単位

5

事業名称
チーム学年経営力強化事業（旧：小学校高学年にお
ける一部教科分担制の導入による学年経営力強化事
業）

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入

令和　４年度　事業計画書

事業局課
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

教育課程推進室教育委員会事務局

実績

1



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 小原　健人 狩野　佑太 野口　久美子

59,627 △ 1,417 人件費の減

海外・企業等研修派遣事業

事業スケジュール

・各研修実施・・・通年
・次年度検討・・・８月
・次年度研修室予約・・・11月
・次年度研修説明会開催・・・３月

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

研修事業

課長 係長 育成

細事業合計 58,210 59,627 △ 1,417

58,210

実績 40.0 0.0

0 0 0
新型コロナウイルス感染
症の影響により中止（海
外研修派遣事業）

目標

実績

海外研修派遣
派遣者数

単位

人

事業目的・効果
(必要性)

　セルフマネジメントを基本とした以下の事業を実施することで、教職員の資質・能力の一層の向上を図ります。
【ステージ別研修等】
　初任者研修、前期・後期中堅教員研修、新任教務主任研修、福島派遣研修、管理職を対象とした研修など、教員の各ステージ別に研修
を実施します。研修の開催に当たっては、オンライン研修や集合とオンラインとのハイブリッド研修などにより実施し、受講者の受講履
歴を研修管理システム「Leaf」で一元管理することによって、受講者自ら学び、資質・能力の一層の向上を図ります。
【海外研修派遣】
　ホームステイや海外の学校での授業実践などを、現地との調整段階から取り組むことで高いコミュニケーション能力とグローバルな視
点を身に付けることを目的として実施してきましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年度より実施を見合わせていま
す。
【企業等研修派遣】
　受入先の企業との調整からはじめ数日間を企業で働くことにより、人材育成やマネジメント力、視野を広げることなどを目指します。
【初任者等支援員派遣事業】
　校内方式の初任者や臨時的任用職員等が在籍する学校の要望に応じ、主に退職校長を派遣することにより、経験の浅い教員が日頃業務
に対して抱いている不安や悩みを解消するためのサポートを行います。

根拠・データ等
■教育公務員特例法により定められた法定研修
⇒初任者研修（横浜型初任者育成研修）、10年次研修（前期中堅研修、後期中堅研修）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 40 40 0 0 40 40 40

事業概要
年々複雑化・多様化していく教育課題に対応していくために、「人材育成指標」に基づき、オンライン研修や集合研修、派遣研修などを
実施することにより、教職員の資質・能力の一層の向上を図ります。

事業開始年度 昭和49年

根拠法令・方針決裁等
教育公務員特例法、同施行令、地方公務員法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律、横浜市教育文化センター条例、横浜市教育委
員会会計年度任用職員の任用に関する規定、横浜市会計年度任用職員の給与等に関する要綱

決
算

65,244 68,865 64,852

63,751 66,339 63,650

58,210

71,054 67,541 71,141 55,895 55,895 55,895
予
算

72,678 69,166 73,066 58,210 58,210

0 △ 1,791

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 1,417 450 0 △ 76 0

0
令和３年度 59,627 1,800 141 57,686

単独事業

55,895
補助事業 6,750 2,250 4,500

令和４年度 58,210 2,250 65

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

5

事業名称 教職員育成事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 教育委員会事務 教職員育成
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 2

事業区分

歳出予算科目 15 1

単位 目標

2



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

令和　４年度　事業計画書

事業局課 教育委員会事務 教職員育成
新規拡充 □ 新規 □ 拡充

事業名称 教員養成事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

事業評価書番号 3
事業区分

歳出予算科目 一般 会計 15 1 5

市債 一般財源区　分 金　額 国 県 諸収入

27,695
補助事業 0

令和４年度 27,764 69

0
令和３年度 28,232 70 28,162

単独事業

0 △ 467

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 468 0 0 △ 1 0

27,764

34,926 33,819 34,563 27,695 27,695 27,695
予
算

38,769 36,907 37,657 27,764 27,764

事業概要
当事業は、高い専門性や実践力を採用前の段階から養成することにより、着任後のスムーズな教育活動につなげることを目的とし実施し
ます。

事業開始年度

・平成18年度：よこはま
教師塾「アイ・カレッ
ジ」開塾
・平成26年度：横浜市大
学連携・協働協議会

根拠法令・方針決裁等 教育公務員特例法

決
算

36,028 36,622 26,293

33,300 33,223 22,988

事業目的・効果
(必要性)

　いじめや不登校など様々な教育課題が複雑化・深刻化している中、早急に高い専門性や実践力を身に付ける必要が生じています。この
現状を踏まえ、以下の取組を通して採用前から実践力を養成していきます。

【よこはま教師塾「アイ・カレッジ」】
　実践力のある教員の確保・養成を目的とし、本市の教員志望者に対して「横浜市人材育成指標【教員版】」に基づいたカリキュラムを
実施します。
【採用前研修】
　採用予定者が４月から横浜市の教職員として安心して着任できることを目指し、教員としての生活や学校での１年に見通しを持てるよ
うにすると共に、児童生徒の前に立つ際の心構えや、着任までに取り組むべきこと等を確認する研修を行います。
【大学等との連携・協働事業】
　教員の養成を担う大学と連携・協働し、学生の養成から教員の育成まで連続した取組を推進することを目的に開始した事業であり、教
育公務員特例法に定められた協議会として実施しているものです。現在では54の大学等と協定を締結しており、教員志望の学生のボラン
ティア受入促進を図るための「よこはま教育実践ボランティア」、大学への指導主事等の派遣や大学教員の市立学校への講師派遣を行う
「相互交流事業」及び「教育実習」の充実を、「協議会」等の開催や課題解決のための「ワーキンググループ」による活動等を通して、
協働して行います。

根拠・データ等

教師塾に類する事業の実施例
　・かながわティーチャーズカレッジ（神奈川県）
　・かわさき教師塾「輝け☆明日の先生」（川崎市）
　・さがみ風っ子教師塾（相模原市）
　・東京教師養成塾（東京都）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

アイ・カレッジ
受験者数

単位 目標 300 300 200 200 200 200 200

人 実績 172.0 205.0

よこはま教育実
践ボランティア

実施者数

単位 目標 300 300 300 300 300 300 300

人 実績 380.0 168.0

単位 目標

実績

27,931 △ 338 オンライン活用による減

大学等との連携・協働事業 171 301 △ 130 オンライン活用による減

事業スケジュール

（1）よこはま教師塾「アイ・カレッジ」
・４-５月  塾生募集に係る周知等
・６-８月　入塾申込受付、書類による選考（一次選考）
・９-10月　一次選考合格者に対する試行期間（二次選考）
・11-３月　二次選考合格者を対象とした本入塾期間
（2）採用前研修
・１-３月　採用前研修実施
（3）大学等との連携・協働事業
・４-３月　相互交流・個別の連携
・４-12月　教育実習先配置作業
・５-３月　個別の大学訪問等
・　 ６月　連携・協働協議会等開催（予定）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

よこはま教師塾「アイ・カレッジ」 27,593

本資料は、公正・適正に作成しました。 小原健人 狩野佑太 野口久美子

細事業合計 27,764 28,232 △ 468

課長 係長 育成

3



(様式②-1）

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

分析チャート
作成・配付

単位

回

目標 1 1 1 1 1 1 1

実績 1 -

令和　４年度　事業計画書

事業局課
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

教育課程推進室教育委員会事務局

事業区分

歳出予算科目 15 1 5

事業名称 調査研究事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

3,488
補助事業 0

令和４年度 3,488

0
令和３年度 3,485 92 3,393

単独事業

0 95

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 3 0 0 △ 92 0

3,488

341 393 3,393 3,488 3,488 3,488
予
算

433 485 3,485 3,488 3,488

事業概要
①本市の教育課題をふまえて調査した基礎的情報・資料を作成し、教育行政及び各学校における教育活動に資する。
②教育センターの研究・研修情報、教育に関する資料及び提言、有用な情報資料を学校に提供し、教育諸活動の活性化に資する。
③教育研究所連盟（全国、関東地区、所長協議会、神奈川県、指定都市）に加盟し、教育研究活動に資する。

事業開始年度 昭和49年度

根拠法令・方針決裁等
地方教育行政の組織及び運営に関する法律、横浜市教育文化センター条例、横浜市教育文化センター条例施行規則、横浜市教育センター
研究員設置要綱

決
算

418 524 2,024

418 524 2,024

一種研究員数
単位

名

事業目的・効果
(必要性)

①本市の教育課題に関する調査研究を行う。
横浜市学力・学習状況調査及び横浜市立小中学校児童生徒体力・運動能力調査の調査結果を各学校や教育委員会が効果的に分析・検証で
きるよう、市全体の平均や過去の結果と容易に比較することができる「分析チャート」を作成し、各学校に配付している。令和３年度に
は、学習指導要領の改訂に合わせて、学状を約27万人の個々の児童生徒の学力の伸びの経年変化を測定できるよう改訂を進めたことに合
わせて、分析チャートも横浜市立大学データサイエンス学部とともに改訂に向けた研究に取り組んだ。学力調査における経年変化の測定
は前例が非常に少なく、正確に分析チャートを作成できるよう、引き続き調査研究に取り組む。

②教育センター一種研究員は、現在の横浜市における教育課題に着目し、教育内容及び方法の開発に関する研究を行い、市立学校全体に
対して発信する。

③教育研究所連盟等（全国、関東地区、所長協議会、神奈川県、指定都市）が行う研究資料・研究成果の交換、研究調査の提携及び研究
発表会等の事業に参画し、教育研究活動に資する。

根拠・データ等

分析チャートでは、学校の全体像を過去にさかのぼったり、各学年の学力調査・学習意識・生活意識の詳細を見たりすることができる。
また設問ごとに、経年変化や学力層とのクロス集計なども見ることができる。

【学力層に着目した分析例】
横浜市では理科の学力が高いほど理科の勉強を好きな生徒が多い
しかし○○中学校では学力が高い子でも理科が好きとはいえない
→学力の高い生徒が意欲的に取り組む理科の授業を工夫してはどうか

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 2 2 2 2 2 2 2

実績 2 2

389 376 13 印刷の単価増による

目標

実績

2,797

教育研究所連盟関係事業 302 302 0

課長 係長

細事業合計 3,488 3,485 3

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　朝彦 濱田　洋平 佐久間　栞

2,807 △ 10 事業見直しによる減

一種研究員事業

事業スケジュール
平成20年度　：時事通信社から「授業力向上の鍵」を刊行
平成22年度～：「学力・学習状況調査結果分析チャート」を作成・配付
平成26年度～：「体力・運動能力調査結果」を分析チャートに付加

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

調査研究事業

4



(様式②-1）

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

79 80

％ 実績 - -

令和　４年度　事業計画書

事業局課
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

教育課程推進室教育委員会事務局

事業区分

歳出予算科目 15 1

横浜市の目指す授
業が行われている
と感じる児童生徒

の割合

単位

5

事業名称 教育課程推進事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

5,721
補助事業 0

令和４年度 5,771 50

0
令和３年度 7,552 750 6,802

単独事業

0 △ 1,081

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 1,781 0 0 △ 700 0

決
算

21,478 10,297 6,215

21,452 9,772 5,581

5,771

18,921 6,527 6,527 5,721 5,721 5,721
予
算

18,921 7,277 7,277 5,771 5,771

事業概要

　学習指導要領及び「横浜市立学校 カリキュラム・マネジメント要領」に基づき、各学校の教育活動の質の向上や、横浜市が目指す横浜
市立学校における日々の学びの姿「じっくり考え 高め合い 次につなげる確かな学び」の実現に向けて、各学校のカリキュラム・マネジ
メントの推進を支援します。また、横浜市教職員の自主的な教科等の研究意欲を高め、教育研究活動の一層の活性化を図り、教職員の資
質向上に資するため、研究活動を奨励します。

事業開始年度 昭和26年度

根拠法令・方針決裁等
学校教育法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律、学習指導要領、横浜市立学校の管理運営に関する規則
中期４か年計画、第３期横浜市教育振興基本計画

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

890 890 0

目標 36 36 36 36 36 36 36

実績 36 32

6,662 △ 1,781 
事業の実施形態見直しに
よる減

研究奨励事業

課長 係長

細事業合計 5,771 7,552 △ 1,781 

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　朝彦 濱田　洋平 泉　多希子

事業スケジュール

昭和26年度 教育課程推進事業開始
昭和59年度 研究奨励奨励事業開始
平成18年度 「横浜版学習指導要領」推進事業
平成28年度 「横浜市立学校 カリキュラム・マネジメント要領」計画、平成29年度より３年に渡り策定
令和元年度 教育課程の編成・授業力の向上・体力向上の研究に関わる研究開発校・ブロックに委嘱開始（２年間の委嘱期間）
令和２年度 「資質・能力 育成ガイド」策定

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

教育課程推進事業 4,881

配当区
単位

区

実績 9,972 -

目標 - - 75 77 78

研究協議会
参加者数

単位

人

事業目的・効果
(必要性)

  教育課程推進事業では、各学校の教育活動の質の向上や、横浜市が目指す横浜市立学校における日々の学びの姿「じっくり考え 高め合
い 次につなげる確かな学び」の実現に向けて、全ての教員が日々の授業改善に取り組み、児童生徒に資質・能力を育成していくよう、各
学校のカリキュラム・マネジメントの推進を支援します。その一環として、教職員等から構成される横浜市教育課程研究委員会を設置
し、各学校における教育課程の編成・実施・評価・改善の参考となるよう、学習指導、学習評価など教育課程に関わる実践的研究を行
い、その成果を研究協議会や参考資料の発行を通じて学校に広めます。研究協議会の開催にあたり、直近で横浜市の全教職員数の半数以
上である9,000人もの参加がありましたが、今後もより多くの教職員が参加できるように、開催形態を検討することで、更なる授業改善を
進め、本市の児童生徒に資質・能力を育成することを目的としています。
　また、学習指導要領の全面実施に伴い、「横浜市立学校 カリキュラム・マネジメント要領」の学校への浸透のために、これを活用した
学校運営や授業改善の更なる推進を図ります。そのために育成を目指す資質・能力を育むための単元づくり等に関する冊子「資質・能力
育成ガイド」を作成、全教職員へ配付します。
  研究奨励事業では、本市教育研究団体（区小学校教育研究会、区中学校教育研究会）の事業費の一部を支援し、区単位での研究活動を
奨励します。

根拠・データ等

・「学習指導要領」において「学校教育が組織的、継続的に実施されるためには、学校教育の目的や目標を設定し、その達成を図るため
の教育課程が編成されなければならない」ことが示されている。当事業は教育課程編成支援の中核事業である。
・教育課程研究協議会への参加者数及び開催形態
　＜実績推移＞元年度 9972人（集合開催）
　　　　　　　２年度 数値なし（新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から動画配信による開催）
              ３年度 9276人（新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から動画配信を含むオンライン開催）
・横浜市の目指す授業（「じっくり考え 高め合い 次につなげる確かな学び」）が行われていると感じる児童生徒の割合
　（「生活・学習意識調査（令和３年度改訂）」）
　＜実績推移＞３年度 77.3%

目標 9,000 - 9,000 10,000 11,000 12,000 13,000

5



(様式②-1）

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

係

1 1

回 実績 1 1

令和　４年度　事業計画書

事業局課
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

教育課程推進室教育委員会事務局

事業区分

歳出予算科目 15 1

小中一貫教育
推進協議会の

開催

単位

5

事業名称 小中一貫教育推進事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

1,437
補助事業 0

令和４年度 1,437

0
令和３年度 9,304 9,304

単独事業

0 △ 7,867

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 7,867 0 0 0 0

決
算

922 1,722 1,033
922 1,722 1,033

1,437
1,191 4,334 1,313 1,437 1,437 1,437

予
算

1,191 4,343 1,313 1,437 1,437

事業概要
　小中一貫教育推進ブロック、併設型小・中学校、義務教育学校において、小中一貫したカリキュラム・マネジメントによる９年間を通
した資質・能力の育成を推進します。

事業開始年度 平成20年度

根拠法令・方針決裁等 学校教育法、横浜市立学校の管理運営に関する規則、中期４か年計画、第３期横浜市教育振興基本計画、小中一貫教育推進事業実施要綱

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

800 8,632 △ 7,832
緑園義務教育学校開校に
伴う減

目標

実績

431 △ 29 事業見直しによる減

小中一貫校推進事業

課長 係長

細事業合計 1,437 9,304 △ 7,867

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　朝彦 久保寺　信行 佐久間　栞

事業スケジュール

平成18年度：横浜教育ビジョンに「横浜型小中一貫教育」の基本理念の明示 （H19年に『横浜版学習指導要領 総則・総則解説』で明
示）
平成21年度：全ての市立小中学校で小中一貫教育推進ブロックを設置
平成22年度：小中一貫教育校（霧が丘小中学校・西金沢小中学校）が開校
平成27年度：学校教育法改正により、新たな学校種として「義務教育学校」を規定（平成28年４月施行）
平成28年度：義務教育学校「霧が丘学園」が開校（小中一貫校から移行）
平成29年度：併設型小・中学校を導入、義務教育学校「西金沢学園」が開校（小中一貫校から移行）
令和４年度：義務教育学校「緑園学園」が開校

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

小中一貫教育推進事業 402

通学区域特認校事業 235 241 △ 6 配布枚数の減による

単位

実績 全ブロック 全ブロック

目標 1 1 1 1 1

小中一貫教育
推進ブロック
報告書提出ブ

ロック数

単位

ブロック

事業目的・効果
(必要性)

　横浜市立小・中学校を138の「小中一貫教育推進ブロック」として構成し、小中一貫教育の取組を推進します。各ブロックが特性に応
じた小中一貫教育（行事連携や合同授業研究会等）の取組を実施し、ブロック内の児童生徒の交流・教職員の相互理解を深めることを目
的としています。
　また、各ブロックによる実践報告及び情報交換の場として小中一貫教育推進協議会を開催します。

　小中一貫教育のモデル校として、より特色ある教育活動を展開する義務教育学校を設置し、また、学校らしさやブロックらしさを生か
した取組を行うブロックの構成校として併設型小・中学校を導入し、先進的な小中一貫教育の研究・実践と、その成果を発信すること
で、横浜市全体の小中一貫教育の充実・発展を目指します。

根拠・データ等

〇「小中一貫教育推進ブロックにおけるカリキュラム・マネジメントの概要」及び「小中一貫教育推進ブロックにおけるカリキュラム・
マネジメントの報告」を全ブロックが提出（令和２年度）
➨すべての小中一貫教育推進ブロックで小中一貫教育の取組を行っている

〇「義務教育学校等における教育課程の基準の特例に基づく教育課程の編成・実施計画」を義務教育学校２校及び全併設型小・中学校学
校が提出（令和２年度）

〇小中一貫教育推進ブロックや併設型小・中学校、義務教育学校における実践、教育の成果を発信する小中一貫教育推進協議会を年１回
開催（令和２年度：eラーニングによる開催）

目標 全ブロック 全ブロック 全ブロック 全ブロック 全ブロック 全ブロック 全ブロック
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